











A Study on the Current Situation and Future Development of MaaS
石 井 康 夫*
ISHII Yasuo
要 旨








In this paper, we will examine the current status and problems of MaaS which uses advanced network systems through
the technological innovation of the upcoming huge ICT system. We will use domestic and international cases for this study.
MaaS is currently in the stage of demonstration experiments by several business groups in Japan. In order to promote
MaaS in our country, the important keys are opening the data owned by business groups, building a platform to manage
the data in one place, and efficient management by operators.Taking into account this condition in Japan, we will organize
the issues to promote and popularize MaaS by referring to examples from other countries. After that, we will analyze the
future development of MaaS in Japan, and examine the direction in the utilization of MaaS as a total service not only in the
field of transport but also in society as a whole.
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現在わが国において取り組まれている MaaS 導入の状況に関して，業界ごとの取り組み状況や，進んでいる海外の MaaS
活用事例，そして，わが国における具体的な取り組み事例等に関して現状を考察する。そして，4においてわが国の行
政における MaaS の取り組み方策を述べ，5ではそれまでの分析を踏まえて，MaaS の課題と今後の展望に関して考察
を加える。最後に6において分析結果をとりまとめ，結論を述べるとともに，今後に残された研究課題を明確化する。
2.1 MaaS の定義
MaaS は，“Mobility as a Service”の略で，移動という機能を一連のトータルサービスとして捉える概念である。こ




































して効率的な移動手段を分析・提案・改善するための AI の活用など，現在急激に進展しつつある高度な ICT 技術を融
合させるシームレスな統合サービスであるといえる。
2.2 MaaS の成熟度レベル
Jana Sochor 他“A topological approach to Mobility as a Service”（2017）［13］によれば，MaaS は表2.2に示すように，
そのサービスレベルの成熟度に応じて，レベル0からレベル4までの5段階に区分することができるとされている。














travel planner, price info）の一元化の段階
NAVITIME，Google，乗換案内等
2 「予約・決済の統合」
（Integration of booking &
payment）
単一トリップの検索，予約，決済（Single trip-


















（出所：Jana Sochor, Hans Arby, Marianne Karlsson, and Steven Sarasini “A topological approach to Mobility as a Service: A proposed

























































































































































































図2.3 国内MaaS の市場規模予測 注）2018年は見込み額，2019年度以降は予測値
（出所：矢野経済研究所「2019年版 MaaS 市場の実態と将来予測」2018年12月）















































































































は，出発地から目的地までの「シームレスな移動」の実現を目指し，「Door to Door 推進 WG」において，産学官の連
携を開始している。
「Door to Door 推進 WG」では，Suica 認証による交通事業者・デマンド交通・商業施設が連携した新たな MaaS モデ
MaaS の現状と今後の展開に関する一考察
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である。さらに，乗り換え案内の NAVITIME や NTT ドコモの d カーシェアなどがそれぞれの強みを活かして MaaS に
参入している。また，トヨタ自動車は，自動車メーカーから「モビリティカンパニー」へのシフトを謳い，フィンラン


































航空 ビジネス・観光対応のシェアリングサービス 日本航空，ANAHD 等
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ユーザー認証 アカウント管理・デジタルキー・安全認証等 LINE 等
決済 IC カード・QR コード双方に対応した自動決済システム等 Origami,JR 東（Suica），LINE，楽天，オムロン，日本信号等















計測機器 路線バス・商用車等の自動運転支援ユニット開発等 小野測器，レシップ HD 等



















鉄道では，関東の JR 東日本，東急，小田急等が MaaS の実証実験を行い，九州においては西鉄がトヨタ自動車と MaaS








MaaS は，フィンランドの Whim のように欧州の一部では既に普及が始まっており，公共交通機関やシェアサービス















データとオープン API のプラットフォームを開発・整備。この中で MaaS の概念が生ま










能。2018年7月「Act on Transport Service」により輸送サービスに関する法律一元化。
ヘルシンキの他，





























































サンフランシスコの Parkmerced 社が，賃貸住宅に MaaS のサブスクリプション機能を
導入した「Car-Free Living」という取組実施。物価が高いサンフランシスコで，自動車
保有コストを下げる狙い。賃貸住宅住居者に月100ドル分のポイントを付与。ポイント
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年11月28日からトヨタが MaaS アプリを西鉄と本格展開。JR 九州も参画し，エリアも北九州市にも拡大。

























































































人を対象とする。役割分担として舞鶴市は，協議会事務局・広報及び参加者集客，OSS は MaaS アプリ
「meemo」開発，システム運用・データ解析・関係者の影響調査。日本交通はバス・タクシーの配車，住民
ドライバーの運行管理等を担う。















内閣官房 IT 総合戦略室では，2014年に策定した「官民 ITS 構想・ロードマップ」に関して，ITS・自動運転を巡る






















































経済産業省では，IoT や AI の活用によって可能となる新たなモビリティサービス（広義の MaaS）を活性化させてい



































































































































































（出所：NRI Public Management Review Vol.180 July 2018）



















































見えやすい特化型の MaaS を推進していくべきであると考えられる。たとえば，大都市においては ITS やスマートシティ
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